
 

 

 

 

 

 

 
この訓練は、島根県が短期大学・専修学校等に訓練指導を委託し、求職中または非正規雇用の方等を対象として 

国家資格等を取得し、正社員就職を目指す２年間の公共職業訓練です。 
 

■訓練の対象者 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 

■訓練の特徴 
 
 
 
 
 
■受講中の特典 
 
 
 
 
 
 
■令和 6年度開講コース 
 
 
 
 
■お問い合わせ先 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

公共職業訓練を受講して 

目指しませんか 正社員就職 

・以下の①~⑥までのすべてに該当する方。 

① 概ね 55歳未満の方（求職者の特性に応じて個別に判断されます）。 

② ハローワークに求職申込をし、公共職業安定所長の受講指示、受講推薦または支援指示が得られる方で訓練開始

日に就職していない方。 

③ 高等学校卒業以上（高等学校卒業程度認定試験合格者を含む）またはコースによっては中学校卒業以上の  

学歴の方。 

④ 訓練開始日から遡って 1年以内に公共職業訓練または求職者支援訓練の実践コースを受講していない方。 

⑤ 過去に訓練期間が 1年以上の公共職業訓練（委託訓練）を受講したことがない方。 

⑥ ハローワークにおける職業相談において、ジョブ・カードを活用したキャリアコンサルティングを受け、当該訓練の受講が必

要と認められる方。 

●訓練で取得する国家資格を既に保有している方は受講できません。  

・入学金・授業料は、無料で受講できます。 

 （但し、教科書代、教材、検定試験等に係る費用は自己負担となります。） 

・短期大学や専修学校に入学して一般学生と同じクラスで学びます。 

 ▶裏面をご参照ください。 

・島根県立東部高等技術校…………TEL:0853-28-2734 

（島根県出雲市長浜町 3057-11） 

・島根県立西部高等技術校…………TEL:0856-22-2450 

（島根県益田市高津四丁目 7番 10号） 

・島根県商工労働部雇用政策課……TEL:0852-22-5299 

（島根県松江市殿町 1番地） 

入学金 

授業料 無料 

・雇用保険受給資格者で受講指示を受けられた方は、受講期間中は雇用保険の基本手当、受講手当(上限40日間)、

通所手当が受給できます。 

・雇用保険を受給できない方で一定要件を満たす方は、職業訓練受講給付金（月額 10 万円）を受給できる場合があり

ます。 

募集期間：令和５年１２月１日（金）～令和６年２月５日（月） 

R6長期高度人材育成コ－ス 

TEL:0853-28-2734
TEL:0856-22-2450
TEL:0852-22-5304


■R６年度 募集コース （令和 6 年４月入校） 

■介護福祉士養成コース 

訓練コース名 定員（程度） 訓練施設 問合せ先 

介護福祉学科 ６名程度 トリニティカレッジ出雲医療福祉専門学校 
東部高等技術校 

地域総合介護福祉学科 １名程度 大阪健康福祉短期大学安来キャンパス 

■保育士養成コース 

訓練コース名 定員（程度） 訓練施設 問合せ先 

こども総合学科 １名程度 坪内総合ビジネスカレッジ 

東部高等技術校 
こども保育学科 ６名程度 トリニティカレッジ出雲医療福祉専門学校 

保育・幼児教育学科 １名程度 大阪健康福祉短期大学松江キャンパス 

こども福祉科 ５名程度 出雲コアカレッジ 

■専門人材養成コース 

訓練コース名  訓練施設 問合せ先 

● 情報系    

IT 学科 ４名程度 坪内総合ビジネスカレッジ 

東部高等技術校 情報システム科（システムエンジニアコース） １５名程度 
出雲コアカレッジ 

情報システム科（IT ビジネスコース） ６名程度 

● 事務系    

地域経済医療事務学科（地域経済コース） ２名程度 
坪内総合ビジネスカレッジ 

東部高等技術校 地域経済医療事務学科（医療事務コース） １名程度 

医療ビジネス科 １名程度 出雲コアカレッジ 

● サービス系    

理容学科 ３名程度 松江理容美容専門大学校 東部高等技術校 

美容科 ３名程度 浜田ビューティ－カレッジ 西部高等技術校 

● その他    

准看護科 ６名程度 松江看護高等専修学校 東部高等技術校 

動物学科 ２名程度 
坪内総合ビジネスカレッジ 

東部高等技術校 

 

国際自動車整備士学科 １名程度 

栄養士養成科 １名程度 
松江栄養調理製菓専門学校 

調理師養成科 １名程度 

准看護師養成科 ５名程度 浜田准看護学校 西部高等技術校 

   ※訓練コースの開講は「国と島根県との協議が整うこと」及び「令和６年度島根県の予算の成立」を前提 

条件としており、令和５年１２月時点において開講が確定しているものではありません。 

 


